































































































































































































































































































⑬ 昭和54年 9月には， 35年制定の現行薬事法が19年ぶりに大改正され，改
正薬事法が成立し， 55年4月1日および同年9月30日に施行された。これは特
筆すべきことである。この改正薬事法は，それまで薬務行政指導として行って






目。 6社 l品目ずつ。）が同年月日から 1か月間行われた。




























































































































































剤 型 許容小包装 許容大包装
（内用薬）
錠剤，カプセル剤 I 600錠（カプセル） ！日00錠（カフ。セル
〔抗生物質については600
錠（カプセル〉〕
散・末・頼粒・細粒剤 500g 5,000 g 
シロップ剤 500ml 2,000ml 

































































































































































































































































































































































統一 銘柄 計 統一 銘柄 計 統一 銘柄 5十
内 用 薬 486 8, 177 8.663 3 428 431 489 8,605 9,094 
注 射 薬 343 2,354 2,697 12 95 107 355 2.419 2.801 
外 用 薬 145 1,259 1,404 2 37 39 147 1.296 1.443 
歯科用薬剤 7 llO ll7 。 。 。 7 llO 117 









































































































一一一小包装医薬品の供給 生~ ②苦情処理状況を必要の都度とりまとめ，内容を分析し，改善事項・一処理状況報告又は処理結果の報 世
告（電話連絡） 告 などについて日薬連を通じて製薬企業を指導する。












































































































































































































































































































































































































｜ カットオフ ； 





A 30 10 
B 40 15 
c 55 30 
D 65 20 
E 75 15 





































100未満 10 10 124申一一ー 一一一一ー 一一ー 一ーー 一一
101～110 160 170 
11 1～120 620 790 
121～130 140 930 
131～140 8 938 










に決まるかは，比例法で計算できる。 PB二 120＋αとすれば， αは
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